
サービス管理責
任者

設
備
基
準

□
□

訓練又は作業に支障がない広さを有すること。
訓練又は作業に必要な機械器具等を備えること。

常勤換算で、利用者数を15で除した数以上。
※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の場合は推定数
（定員の90％）とする。
１人以上は常勤。

人
員
基
準

従業者

□　上記の従業者は専ら当該事業所の職務に従事する者であること。
　　ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。

訓練・作業室

総数　常勤換算で、利用者数を６で除した数以上。
　　　※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の
　　　場合は推定数（定員の90％）とする。
職業指導員　１人以上。
生活支援員　１人以上。
いずれか１人以上は常勤。

就労支援員

□

□

職業指導員及び
生活支援員

□

□
□
□

就 労 移 行 支 援

基 本 方 針

就労移行支援に係る指定障害福祉サービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向
上のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならない。期間は、２年
間とし、専らあん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を取得させることを目的とした便
宜を供与する場合は、３年又は５年とする。

サービスの概要

就労を希望する65歳未満の障がい者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる
者につき行われる、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能
力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後におけ
る職場への定着のために必要な相談その他の必要な支援。

人員・設備・運営の
概 要

□
□

□

利用者数60人以下　１人以上。
利用者数61人以上　１人に、利用者数が60人を超えて40又
はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上。
※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の場合は推定数
（定員の90％）とする。
１人以上は常勤。

管理者

□
□

□
□
□
□
□

資格要件
　社会福祉法第19条第１項各号のいずれか（社会福祉主事
任用資格）に該当する者。
　社会福祉事業に２年以上従事した者。
　これらと同等以上の能力を有すると認められる者。
事業所ごとに配置すること。
専ら当該事業所の管理業務に従事する者であること。
ただし、指定就労移行支援事業所の管理上支障がない場合
は、当該指定就労移行支援事業所の他の職務に従事し、又
は当該指定就労移行支援事業所以外の事業所、施設等の職
務に従事することができる。



□ 利用者の特性に応じたものであること。
□ 利用者の特性に応じたものであること。

＜認定就労移行支援事業所＞

管理者

サービス管理責
任者

　あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則によるあん摩マッサー
ジ指圧師、はり師又はきゅう師の学校又は養成施設として認定されている指定就労移行支援事業所。

設
備
基
準

洗面所
便所

□運
営

基
準 利用定員

多目的室その他の運営上必要な設備

□ 相談室及び多目的室は、利用者の支援に支障がない場合は兼用することができる。
□ 上記の設備は、専ら当該指定就労移行支援事業所の用に供するものであること。
　ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りではない。

相談室
□ 談話の漏えいを防ぐための間仕切り等の措置を講じるこ

と。

職業指導員及び
生活支援員

□

□
□
□

総数　常勤換算で、利用者数を10で除した数以上。
　　　※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の
      場合は推定数（定員の90％）とする。
職業指導員　１人以上。
生活支援員　１人以上。
いずれか１人以上は常勤。

定員　10人以上。

設
備
基

準

□
□

□

利用者の数が60人以下　１人以上。
利用者の数が61人以上　１人に、利用者の数が60人を超え
て40又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上。
※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の場合は推定数
（定員の90％）とする。
１人以上は常勤。

□ 上記の従業者は専ら当該事業所の職務に従事する者であること。
   ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。

人
員
基
準

従業者

□　あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゆう師に係る学校養成施設認定規則の規定により
    あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設として必要とされる設備
    を有すること。

人
員
基
準

□
□

□
□
□
□
□

資格要件
　社会福祉法第19条第１項各号のいずれか（社会福祉主事
任用資格）に該当する者。
　社会福祉事業に２年以上従事した者。
　これらと同等以上の能力を有すると認められる者。
事業所ごとに配置すること。
専ら当該事業所の管理業務に従事する者であること。
ただし、指定就労移行支援事業所の管理上支障がない場合
は、当該指定就労移行支援事業所の他の職務に従事し、又
は当該指定就労移行支援事業所以外の事業所、施設等の職
務に従事することができる。



□

□

□

□

□
□

事業者名称 ：

代表者名称 ：

上記担当部署との協議に使用した図面等は、申請内容と同一であること。
上記担当部署との協議内容について必要手続及び検査を完了していること。

その他関係法令担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

都市計画法（開発許可）担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○当該建築物が市街化調整区域に立地するか　区域内・区域外（いずれかに○）
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○スプリンクラー設置義務の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

建築基準法担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

定員　10人以上。

上記について、確認しました。

そ の 他

運
営

基
準 利用定員

□

他法令の順守

消防法担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】


